
下線部が修正箇所である。

平成27年度分会社標本調査　正誤表

正

誤

　第８表　業種別の法人数、欠損法人割合、営業収入金額、所得金額、所得率

　　(略）
　
　第９表　益金処分の累年比較（利益計上法人）

（注）１　役員賞与は、平成18年５月１日の会社法施行に伴い、平成18年５月１日以後に終了する事業年度から利益処分項目ではなく
　　　　なったため「-」で表示している。
　　　２　平成18年度分の支払配当については、調査対象事業年度の変更により、従来の調査対象事業年度であれば含まれていた平成
　　　 18年２月及び３月決算法人の支払配当が含まれていない。また、平成18年５月１日の会社法施行に伴い、支払配当については
　　　 配当効力発生日において計上することとされたことで、平成19年２月及び３月決算法人の期末配当の多くが含まれていないと
　　　 考えられる。以上から、前後の年分又は年度分と単純に比較することはできない。
      ３　平成26年度分より法人税額等に地方法人税額及び復興特別法人税額が含まれている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－17－

　第８表　業種別の法人数、欠損法人割合、営業収入金額、所得金額、所得率

　　(略）
　

　第９表　益金処分の累年比較（利益計上法人）

（注）１　役員賞与は、平成18年５月１日の会社法施行に伴い、平成18年５月１日以後に終了する事業年度から利益処分項目ではなく
　　　　なったため「-」で表示している。
　　　２　平成18年度分の支払配当については、調査対象事業年度の変更により、従来の調査対象事業年度であれば含まれていた平成
　　　 18年２月及び３月決算法人の支払配当が含まれていない。また、平成18年５月１日の会社法施行に伴い、支払配当については
　　　 配当効力発生日において計上することとされたことで、平成19年２月及び３月決算法人の期末配当の多くが含まれていないと
　　　 考えられる。以上から、前後の年分又は年度分と単純に比較することはできない。
      ３　平成26年度分より法人税額等に地方法人税額及び復興特別法人税額が含まれている。
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ペ
ー
ジ

ペ
ー
ジ

17

17



下線部が修正箇所である。

平成27年度分会社標本調査　正誤表

正
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　５　交際費等

　　(略）
　
　第13表　交際費等支出額の累年比較

　　(略）

　第14表　資本金階級別交際費等支出額の状況
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　５　交際費等

　　(略）
　
　第13表　交際費等支出額の累年比較

　　(略）

　第14表　資本金階級別交際費等支出額の状況
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下線部が修正箇所である。

平成27年度分会社標本調査　正誤表

正
ペ
ー
ジ

　７　引当金

　　(略）
　
　第18表　貸倒引当金の累年比較

　
　　　(略）

　第19表　資本金階級別貸倒引当金の利用割合
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　７　引当金

　　(略）
　
　第18表　貸倒引当金の累年比較

　
　　(略）

　第19表　資本金階級別貸倒引当金の利用割合
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